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（単位：百万円）

平成29年度 平成28年度

2,520,963 2,524,958 △ 3,995 99.8% 100.0% 100.0%

県税 1,167,700 1,248,000 △ 80,300 93.6% 46.3% 49.4%

地方消費税清算金 261,395 259,295 2,100 100.8% 10.4% 10.3%

地方譲与税 122,247 111,511 10,736 109.6% 4.8% 4.4%

地方特例交付金 3,200 3,300 △ 100 97.0% 0.1% 0.1%

地方交付税 60,000 70,000 △ 10,000 85.7% 2.4% 2.8%

交通安全対策特別交付金 2,100 2,100 0 100.0% 0.1% 0.1%

繰入金(財政調整基金取崩) 58,800 20,500 38,300 286.8% 2.4% 0.8%

繰越金 0 0 0 100.0% 0.0% 0.0%

計 1,675,442 1,714,706 △ 39,264 97.7% 66.5% 67.9%

国庫支出金 193,926 212,231 △ 18,305 91.4% 7.7% 8.4%

県債 272,641 215,578 57,063 126.5% 10.8% 8.5%

使用料及び手数料 35,828 35,969 △ 141 99.6% 1.4% 1.4%

繰入金(財政調整基金取崩除く) 109,226 112,877 △ 3,651 96.8% 4.3% 4.5%

諸収入 219,128 221,365 △ 2,237 99.0% 8.7% 8.8%

その他 14,772 12,232 2,540 120.8% 0.6% 0.5%

計 845,521 810,252 35,269 104.4% 33.5% 32.1%

＊表示単位未満を四捨五入して端数調整していないため、合計等と一致しない場合がある。

特
定
財
源

平成29年度　一般会計当初予算の状況　（歳入）

伸び率
構成比

総　　　　　　額

一
般
財
源

区　　　　分
平成29年度
 当初予算

平成28年度
 当初予算

比較増減

 １



 ２

（単位：百万円）

平成29年度 平成28年度

2,520,963 2,524,958 △ 3,995 99.8% 100.0% 100.0%

人 件 費 609,105 695,129 △ 86,024 87.6% 24.2% 27.5%

扶 助 費 262,153 258,202 3,951 101.5% 10.4% 10.2%

公 債 費 376,446 375,744 702 100.2% 14.9% 14.9%

計 1,247,704 1,329,075 △ 81,371 93.9% 49.5% 52.6%

公 共 事 業 153,707 155,109 △ 1,402 99.1% 6.1% 6.2%

単 独 事 業 100,288 103,490 △ 3,202 96.9% 4.0% 4.1%

小　計 253,995 258,599 △ 4,604 98.2% 10.1% 10.3%

災 害 復 旧 事 業 1,001 979 22 102.3% 0.0% 0.0%

計 254,996 259,578 △ 4,582 98.2% 10.1% 10.3%

1,018,263 936,305 81,958 108.8% 40.4% 37.1%

＊表示単位未満を四捨五入して端数調整していないため、合計等と一致しない場合がある。

伸び率
構成比

総　     　額

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

その他の経費

平成29年度　一般会計当初予算の状況　（歳出）

区　　分
平成29年度
当初予算

平成28年度
当初予算

比較増減



平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

2,325,347 2,404,843 2,440,601 2,274,546 2,265,572 2,252,179 2,292,150 2,396,302 2,549,379 2,489,399

うち県債
（借換債除き）

248,198 364,062 544,173 477,434 422,641 436,057 393,227 337,148 262,072 248,754

2,315,502 2,392,783 2,432,094 2,264,647 2,256,329 2,241,774 2,281,332 2,381,230 2,534,151 2,465,507

うち公債費
（借換債除き）

274,313 297,670 272,884 319,763 342,947 346,724 360,421 360,257 363,601 369,034

9,845 12,060 8,507 9,899 9,243 10,405 10,818 15,072 15,228 23,892

8,041 7,649 5,618 7,118 5,915 5,236 5,389 10,666 11,382 17,880

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

14,422 17,063 14,281 16,429 16,134 17,227 17,148 20,841 19,774 26,799

9,104 8,925 6,790 7,951 6,541 6,018 6,171 11,743 12,749 18,860

一般会計　決算収支の推移

区　　　　分

歳　　　　入

実　質　収　支

形式収支
（歳入－歳出）

実　質　収　支

普通会計　決算収支の推移

区　　　　分

（単位：百万円）

（単位：百万円）

歳　　　　出

形式収支
（歳入－歳出）

 ３



 ４

（単位：百万円）

区　　　　　　　　　分 歳入 歳出 形式収支 実質収支 会　計　の　概　要

公 債 管 理 659,659 659,659 0 0 一般会計において発行した県債に係る公債費の経理

証 紙 21,125 20,751 374 374 手数料や自動車税などの納付に用いる証紙の売りさばき代金に関する経理

母子父子寡婦福祉資金 387 113 274 274 母子家庭等に対しての各種資金の貸付

中小企業設備導入資金 5,270 3,929 1,341 1,341 中小企業者等に対しての設備資金等の貸付

就 農 支 援 資 金 530 511 19 19 農業経営を開始するのに必要な資金の貸付

県 有 林 野 1,513 1,350 163 163 県有林野の経営に関する経理

林 業 改 善 資 金 172 19 153 153 林業従事者等に対しての林業経営の改善等に必要な資金の貸付

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 164 24 140 140 沿岸漁業者に対しての漁業生産技術改善等に必要な資金の貸付

港 湾 整 備 事 業 2,179 1,874 305 304 県の管理する港湾における港湾施設の整備事業及び管理運営の経理

流 域 下 水 道 事 業 41,675 33,586 8,089 7,752 県が行う流域下水道の建設事業及び維持管理の経理

県 営 住 宅 管 理 事 業 18,020 17,203 818 818 県営住宅の維持管理や住宅環境の整備などの事業等の経理

合　計（１１会計） 750,694 739,019 11,675 11,338

＊表示単位未満を四捨五入して端数調整していないため、合計等と一致しない場合がある。

平成28年度　特別会計決算の状況



（単位：百万円）

固定資産 流動資産 その他 資産合計 固定負債 流動負債 繰延収益 負債合計 資本金 剰余金 欠損金 資本合計

県立病院事業 45,974 6,310 52,284 34,178 8,781 5,477 48,436 46,110 △ 42,262 3,848 52,284

水道事業 532,203 20,141 552,344 147,952 21,385 114,164 283,501 259,524 9,320 268,844 552,345

工業用水道事業 243,290 11,563 254,853 86,311 9,849 42,692 138,852 103,995 12,006 116,001 254,853

用地造成事業 46,171 25,368 176,146 247,685 166,207 13,151 1 179,359 62,549 5,776 68,325 247,684

※宅地造成資産

（単位：百万円）

営業収益
①

営業費用
②

営業利益
③=①-②

営業外収
益④

営業外費
用⑤

経常利益⑥=
③+④-⑤

県立病院事業 30,014 36,098 △ 6,084 7,371 1,646 △ 359 154 376 △ 581 △ 42,708 △ 43,290

水道事業 29,021 24,561 4,460 3,688 4,885 3,263 81 21 3,323 1 190 3,513

工業用水道事業 13,106 11,126 1,980 2,266 1,837 2,409 2,569 31 4,947 1 2,318 7,267

用地造成事業 5,138 4,030 1,108 273 884 497 36 461 5,315 5,776

＊表示単位未満を四捨五入して端数調整していないため、合計等と一致しない場合がある。

前年度繰
越金⑩

その他未処分
利益剰余金変
動額⑪

当年度未処
理欠損・利
益剰余金⑨
+⑩+⑪

損益計算書

事業名
経常損益

特別利益
⑦

特別損失
⑧

当期損益
⑨=⑥+⑦
-⑧

平成28年度　公営企業会計決算の状況

貸借対照表

事業名
資産 負債 資本

負債・資
本合計

※

５



 ６

愛知県市場公募債発行額の推移
（単位：億円）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

4,400 4,400 4,700 4,650 3,750 3,325 3,000 3,100

個別発行
30年債

100 100 100 100 100 100 150 100

個別発行
20年債

600 300 300 350 300 350 250 250

個別発行
15年債

200 250 100 150 250 0 0

個別発行
10年債

2,400 2,400 2,750 2,650 2,400 1,900 1,950 1,850

個別発行
7年債

100 200 150

個別発行
５年債

400 600 600 600 200 400 350 300

個別発行
2年債

200

共同発行
10年債

600 600 600 600 400 300 300 400

フレックス枠 200

あいち県民債
５年債

100 100 100 50 50 25 0 0

※平成２８年度までは実績額。平成２９年度は発行計画額（平成２９年９月末時点）。いずれもカレンダーベース（４月～３月）による。

区　分

市場公募債発行額



銀行等（8） 証券会社（16）

三菱東京ＵＦＪ銀行 SMBC日興証券 岡三証券

みずほ銀行 大和証券 バークレイズ証券

三井住友銀行 みずほ証券 岩井コスモ証券

新生銀行 三菱UFJモルガン・スタンレー証券 クレディ・スイス証券

愛知銀行 野村證券 しんきん証券

愛知県信用農業協同組合連合会 東海東京証券 丸三証券

中京銀行 ゴールドマン・サックス証券 安藤証券

名古屋銀行 SMBCフレンド証券 メリルリンチ日本証券

※シ団メンバーは、平成29年10月1日現在

平成29年度　愛知県市場公募債引受シンジケート団メンバー（24社）

銀行団（８社） 証券団（16社）

 ７



 ８

（単位：百万円）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

324,086 296,005 296,361 254,135 307,030

271,624 263,199 267,377 230,857 287,685

16,375 0 0 6,577 0

36,087 32,806 28,984 16,701 19,345

（単位：円）

43,427 39,580 39,568 33,841 40,762

1月1日現在住基人口 7,462,800人 7,478,606人 7,489,946人 7,509,636人 7,532,231人

(H24年度の住基人口はH25.3.31現在)

債務負担行為に係る翌年度以降支出予定額の推移

　債務保証又は損失補償に係るもの

　その他

県民一人あたりの額
＜Ａ／1月1日現在住基人口＞

区　分

翌年度以降支出予定額　Ａ

　物件の購入等に係るもの



（単位：百万円）

流動資産 5,687 421 1,709 36 202 30
固定資産 11,912 1,519 1,439 7,801 385 488

資産合計 17,599 1,940 3,148 7,837 587 518

流動負債 1,657 308 1,670 7 97 30
固定負債 15,358 677 1,456 416 375 35

負債合計 17,015 985 3,126 423 472 65

584 955 22 7,414 115 453

流動資産 492 45 82 398 19 52
固定資産 1,018 182 6,209 2,125 1,583 1,728

資産合計 1,510 227 6,291 2,523 1,602 1,780

流動負債 158 5 37 325 2 32
固定負債 367 32 0 74 8 820

負債合計 525 37 37 399 10 852

985 190 6,254 2,125 1,592 928

流動資産 40 495 8 2,116 7,263
固定資産 2,853 7,058 133 24,775 34,090

資産合計 2,893 7,553 141 26,891 41,353

流動負債 8 396 8 1,452 3,851
固定負債 0 0 33 5,535 25,086

負債合計 8 396 41 6,987 28,937

2,885 7,157 100 19,903 12,416

＊各欄の表示単位未満を四捨五入して端数調整していないため、合計等と一致しない場合がある。

＊県が資本金、基本金等の５０％以上を出資又は債務負担をしている法人について記載（ただし、会社法法人を除く）。

貸
借
対
照
表

資
産

負
債

正味財産

区　　分
公益財団法人

愛知県林業振興基金
公益財団法人愛知
臨海環境整備センター

公益財団法人
愛知県体育協会

公益財団法人
愛知県農業振興基金

公益財団法人
愛知県文化振興事業団

公益財団法人
暴力追放愛知県民会議

公益財団法人
魚アラ処理公社

公益財団法人
科学技術交流財団

公益財団法人あいち
男女共同参画財団

愛知県
公立大学法人

貸
借
対
照
表

資
産

負
債

正味財産

貸
借
対
照
表

資
産

負
債

正味財産

区　　分
公益財団法人愛知県
健康づくり振興事業団

平成28年度　主な出資法人の決算状況

区　　分
公益財団法人

あいち産業振興機構
公益財団法人愛知県教育
・スポーツ振興財団

一般財団法人愛知県
私学振興事業財団

公益財団法人
愛知県水産業振興基金

公益財団法人
愛知公園協会

公益財団法人
愛知県国際交流協会

 ９



 １０

（単位：百万円）

主な事業内容
愛知環状鉄道の
建設・運営

上飯田連絡線の
建設・管理

中部国際空港連絡鉄道
の建設・管理

東部丘陵線の
建設・運営

県営名古屋空港の
運営・管理

資 本 金 総 額 9,475 14,028 8,800 100 210

愛 知 県 出資 比率 40.3% 34.4% 32.7% 54.3% 30.0%

資 産 合 計 11,946 30,561 18,592 1,857 15,443

負 債 合 計 2,007 16,504 12,346 437 4,015

純 資 産 9,939 14,057 6,246 1,420 11,428

経 常 収 益 4,430 1,800 1,486 1,482 2,298

経 常 費 用 4,413 1,303 1,314 1,141 1,911

経 常 損 益 17 497 172 341 387

主な事業内容
と畜場等の
建設・運営

中京競馬場の
建設・運営

資 本 金 総 額 4,839 414

愛 知 県 出資 比率 39.4% 27.8%

資 産 合 計 2,877 46,954

負 債 合 計 137 652

純 資 産 2,740 46,302

経 常 収 益 1,022 4,537

経 常 費 用 961 2,669

経 常 損 益 61 1,868

＊各欄の表示単位未満を四捨五入して端数調整していないため、合計等と一致しない場合がある。

＊県が資本金、基本金等の２５％以上を出資し、かつ、県が単独で最大の出資者である会社法法人について記載。

（株）東三河食肉
流通センター

名古屋競馬（株）

平成28年度　主な出資法人の決算状況（会社法法人）

愛知環状鉄道（株） 上飯田連絡線（株）
中部国際空港
連絡鉄道（株）

愛知高速交通（株）
名古屋空港

ビルディング（株）



○ 一般会計特別会計各会計合算
（単位：億円）

平成28年度末 平成27年度末 差引

流動資産 2,317 2,321 △ 4

固定資産 82,945 83,198 △ 253

資産合計 85,263 85,519 △ 256

流動負債 3,380 3,428 △ 48

固定負債 58,673 59,223 △ 550

負債合計 62,053 62,651 △ 598

純資産 23,210 22,867 343

＊表示単位未満を四捨五入して端数調整していないため、合計と一致しない場合がある。

貸借対照表（一般会計特別会計各会計合算）

科目

資
産

負
債

１１



 １２

○ 県全体 （単位：億円）

平成27年度末 平成26年度末 差引

流動資産 4,494 4,297 197

固定資産 89,028 89,117 △ 89

資産合計 93,521 93,414 108

流動負債 3,895 3,722 173

固定負債 63,099 63,625 △ 526

負債合計 66,994 67,347 △ 353

純資産 26,527 26,067 461

○ 連結 （単位：億円）

平成27年度末 平成26年度末 差引

流動資産 5,355 5,300 55

固定資産 101,881 102,217 △ 336

資産合計 107,236 107,517 △ 281

流動負債 4,804 4,739 65

固定負債 68,749 69,689 △ 941

負債合計 73,553 74,428 △ 876

純資産 33,683 33,089 594

＊平成２５年度から、複式簿記・発生主義に基づく新公会計制度を導入している。

＊平成２８年度の県全体財務諸表及び連結財務諸表は、１２月頃公表予定。

＊表示単位未満を四捨五入して端数調整していないため、合計と一致しない場合がある。

平成27年度　連結財務諸表の対象範囲

(1)一般会計特別会計各会計合算

(2)愛知県公営企業会計(4)・・・水道事業会計、工業用水道事業会計、用地造成事業会計、県立病院事業会計

(3)一部事務組合(3)・・・名古屋港管理組合、愛知県競馬組合、名古屋競輪組合

(4)独立行政法人(1)・・・愛知県公立大学法人

(5)地方三公社(4)・・・愛知県土地開発公社、名古屋高速道路公社、愛知県道路公社、愛知県住宅供給公社

(6)第三セクター等（45法人）

負
債

 県の出資比率が50％以上の法人は全て、また、県の出資比率が25%以上50％未満で、かつ県が単独で最大の出資者である法人も全て連結対象。 このほか、県及
び連結対象法人等が合わせて50％以上を出資している法人や、役員の派遣、財政援助等の実態から県が業務運営に実質的に主導的な立場を確保していると認め
られる法人についても、県と連携協力して行政サービスを実施している法人として連結対象とし、原則全部連結しています。

貸借対照表（県全体・連結）

科目

資
産

負
債

科目

資
産



○ 一般会計特別会計各会計合算 （単位：億円）

平成28年度 平成27年度 差引

経常収益 20,496 20,826 △ 330

経常費用 20,061 20,460 △ 399

経常収支差額 435 366 69

特別収益 49 263 △ 214

特別費用 142 174 △ 32

特別収支差額 △ 93 89 △ 182

当期収支差額 342 456 △ 114

＊表示単位未満を四捨五入して端数調整していないため、合計と一致しない場合がある。

行政コスト計算書（一般会計特別会計各会計合算）

科目

 １３



 １４　

○ 県全体 （単位：億円）

平成27年度 平成26年度 差引

経常収益 21,667 19,061 2,606

経常費用 21,244 18,897 2,348

経常収支差額 423 165 259

特別収益 223 107 116

特別費用 182 595 △ 413

特別収支差額 41 △ 488 529

当期収支差額 464 △ 324 788

○ 連結

平成27年度 平成26年度 差引

経常収益 22,985 20,443 2,542

経常費用 22,451 19,895 2,556

経常収支差額 534 548 △ 14

特別収益 232 114 118

特別費用 128 585 △ 457

特別収支差額 103 △ 471 574

当期収支差額 637 77 560

＊平成２５年度から、複式簿記・発生主義に基づく新公会計制度を導入している。
＊平成２８年度の県全体財務諸表及び連結財務諸表は、１２月頃公表予定。
＊表示単位未満を四捨五入して端数調整していないため、合計と一致しない場合がある。

行政コスト計算書（県全体・連結）

科目

科目



○ 一般会計特別会計各会計合算
（単位：億円）

平成28年度 平成27年度 差引

行政収入 20,474 20,695 △ 221

行政支出 18,537 18,874 △ 337

特別収入 1 42 △ 41

特別支出 1 2 △ 1

1,936 1,861 75

投資活動収入 3,161 3,264 △ 103

投資活動支出 4,616 4,964 △ 348

投資活動収支差額 △ 1,454 △ 1,701 247

財務活動収入 4,395 4,941 △ 546

財務活動支出 4,794 5,104 △ 310

財務活動収支差額 △ 399 △ 163 △ 236

当期現金預金増減額 83 △ 3 86

期首現金預金残高 273 276 △ 3

期末現金預金残高 356 273 83

＊表示単位未満を四捨五入して端数調整していないため、合計と一致しない場合がある。

キャッシュ・フロー計算書（一般会計特別会計各会計合算）

科目

行政サービス活動収支差額

 １５



 １６

○ 県全体 （単位：億円）

平成27年度 平成26年度 差引

行政収入 21,490 18,990 2,500

行政支出 19,329 17,285 2,044

特別収入 42 4 38

特別支出 43 4 39

2,161 1,705 455

投資活動収入 3,266 3,546 △ 281

投資活動支出 5,360 5,871 △ 511

投資活動収支差額 △ 2,095 △ 2,324 229

財務活動収入 5,216 5,986 △ 770

財務活動支出 5,220 5,240 △ 20

財務活動収支差額 △ 4 746 △ 750

当期現金預金増減額 62 127 △ 65

期首現金預金残高 671 544 127

期末現金預金残高 733 671 62

○ 連結

平成27年度 平成26年度 差引

行政収入 23,052 20,436 2,616

行政支出 20,218 18,127 2,090

特別収入 44 5 39

特別支出 3 4 △ 1

2,876 2,310 567

投資活動収入 3,671 4,015 △ 344

投資活動支出 5,918 6,515 △ 598

投資活動収支差額 △ 2,247 △ 2,501 254

財務活動収入 6,065 6,653 △ 588

財務活動支出 6,617 6,349 268

財務活動収支差額 △ 553 304 △ 857

当期現金預金増減額 76 113 △ 36

期首現金預金残高 1,059 950 109

連結範囲変更に伴う差額 △ 5 △ 3 △ 1

期末現金預金残高 1,131 1,059 72

＊平成２５年度から、複式簿記・発生主義に基づく新公会計制度を導入している。
＊平成２８年度の県全体財務諸表及び連結財務諸表は、１２月頃公表予定。
＊表示単位未満を四捨五入して端数調整していないため、合計と一致しない場合がある。

科目

行政サービス活動収支差額

キャッシュ・フロー計算書（県全体・連結）

科目

行政サービス活動収支差額



○ 一般会計特別会計各会計合算（平成28年度） （単位：億円）

有価証券
評価差額金

立　竹　木
評価差額金

当期首残高 23,499 △ 655 － 3 20 － 22,867

当期変動額 － 342 － 0 － － 343

当期末残高 23,499 △ 313 － 4 20 － 23,210

○ 県全体（平成27年度）

有価証券
評価差額金

立　竹　木
評価差額金

当期首残高 27,790 △ 1,192 － 3 － △ 534 26,067

当期変動額 － 464 － 0 20 △ 24 461

当期末残高 27,790 △ 728 － 3 20 △ 558 26,527

○ 連結（平成27年度）

有価証券
評価差額金

立　竹　木
評価差額金

当期首残高 33,943 △ 479 8 20 － △ 402 33,089

当期変動額 0 637 55 △ 8 20 △ 110 594

当期末残高 33,943 158 62 12 20 △ 511 33,683

＊表示単位未満を四捨五入して端数調整していないため、合計と一致しない場合がある。

剰余金

その他 純資産合計

純資産合計

開始残高相当

開始残高相当 剰余金 出資の受入
評価差額金

出資の受入
評価差額金

その他 純資産合計

その他

純資産変動計算書（一般会計特別会計各会計合算・県全体・連結）

開始残高相当 剰余金 出資の受入
評価差額金

 １７



 １８

（単位：億円）

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

1,668 1,649 1,588 1,613

①公債費 3,418 3,502 3,521 3,581

②公債費充当公営企業繰出金 55 54 60 76

③公債費に準ずる債務負担行為等 194 180 173 170

④当該年度公債費等交付税算入額 1,999 2,087 2,166 2,214

11,073 11,313 11,912 11,908

⑤標準財政規模 13,072 13,400 14,078 14,122

④当該年度公債費等交付税算入額 1,999 2,087 2,166 2,214

15.1 14.6 13.3 13.5

【平成26～28年度の3か年平均】

【平成25～27年度の3か年平均】

Ａ／Ｂ（実質公債費比率）

13.8%

14.3%

実質公債費比率の状況

分
子

Ａ元利償還金等　（①＋②＋③－④）

分
母

Ｂ標準財政規模－当該年度公債費等交付税算入額（⑤－④）



（単位：億円）

項目 平成28年度 平成27年度 差引

地方債現在高 53,867 54,103 △ 236

債務負担行為に基づく支出予定額 1,364 1,597 △ 233

公営企業債繰入見込額 886 816 70

加入する組合に係る地方債償還負担額 307 327 △ 20

退職手当の支給予定額 4,973 5,132 △ 159

設立法人の負債等に係る一般会計等負担見込額 268 288 △ 20

受益権を有する信託に係る負担見込額（※） 0 - -

設立法人以外への貸付金に係る負担見込額（※） 0 - -

組合連結実質赤字額 6 13 △ 7

小計① 61,671 62,276 △ 605

充当可能基金 8,092 7,639 453

充当可能特定歳入 740 766 △ 26

基準財政需要額算入見込額 29,886 30,362 △ 476

小計② 38,718 38,767 △ 49

Ａ　分子（①－②） 22,953 23,509 △ 556

標準財政規模③ 14,122 14,078 44

元利償還金等に係る交付税算入額④ 2,214 2,166 48

Ｂ　分子（③－④） 11,908 11,912 △ 4

将来負担比率（Ａ／Ｂ） 192.7% 197.3%

※平成28年度決算から算定対象とされたため、平成27年度は「－」表示としている。

将来負担比率の状況

 １９



この資料に関するお問い合わせ先

愛知県総務部財政課財務資金室
電話 052－954－6045（ダイヤルイン）
FAX    052－971－4536

e-mail zaimu-shikin@pref.aichi.lg.jp


